
人財雇用に「助成金」を活用する 
メリットと留意点 

◆日 時 ： 平成３０年６月８日（金） １４時～１７時 
◆場 所 ： ＴＫＰガーデンシティPREMIUM博多駅前 
◆講 師 ： 社会保険労務士 中村 優子 



助成金とは… 

雇用・労働環境の改善等に取り組んだ事業所に対し、 
国（厚生労働省）から（       ）として、 
（     ）が（        ）制度である。 ※例外もある 



補助金とは… 

事業活動に必要な設備投資、自社ホームページの作成費用、 
販路を開拓・拡大するための広告費、新商品開発のための研究費など、 
事業活性化を図るために、不足している（                 ） 
制度のこと。 



「雇用関係助成金」の分類 

雇用維持 再就職支援 

両立支援 

起業支援 

※詳細は「厚生労働省」ＨＰを参照 

雇入れ 雇用環境整備等 

人材開発 



「労働条件等関係助成金」の分類 

業務改善 

時間外労働改善 産業保健関係 

受動喫煙防止対策 退職金制度の確立 

※詳細は「厚生労働省」ＨＰを参照 



「雇入れ関連」の助成金 

◆特定就職困難者コース 

◆生涯現役コース 

その他５コース 

※ハローワークの紹介が必須。 特定求職者雇用開発助成金 

◆発達障害者・難治性疾患患者雇用開発コース 

６０歳～６５歳、障害者、母子家庭の母等の就職が困難な者を、 
継続して雇用する労働者として雇入れた事業主に助成 

６５歳以上の離職者を１年以上継続して雇用する労働者として 
雇入れた事業主に助成 

発達障害者または難治性疾患患者を、継続して雇用する労働者として、 
雇入れた事業主に助成 

●高年齢者、母子家庭の母 
１人あたり６０万円（短時間労働者は４０万円） 
●身体・知的障害者（重度以外） 
１人あたり１２０万円（短時間労働者は８０万円） 
●身体・知的障害者（重度または45歳以上）精神障害者 
１人あたり２４０万円（短時間労働者は８０万円 

１人あたり７０万円（短時間労働者は５０万円） 

１人あたり１２０万円（短時間労働者は８０万円） 



「雇入れ関連」の助成金 

※ハローワークの紹介が必須、また 
  雇入れる前に計画書の届出および受理が必要。 地域雇用開発助成金 

◆地域雇用開発コース 

◆沖縄若年者雇用促進コース 

雇用開発促進地域、過疎等雇用改善地域などにおいて、事業所の設置・整備 
あるいは創業に伴い、地域求職者等の雇い入れを行った場合に助成 

沖縄県内において、事業所の設置・整備に伴い、沖縄県内居住の３５歳未満の 
若年求職者の雇入れを行った事業主に対して助成 

４８～７６０万円を、最大３年間（３回） 

支払った賃金の１／３ （１年間） 



「起業支援関係」の助成金 

生涯現役起業支援助成金 

中高年齢者（４０歳以上）が起業によって自らの就業機会 
の創出を図るとともに、事業運営のたに必要となる労働者 
の雇入れを行う際に要した、雇用創出措置に対して助成 

 
起業者が６０歳以上⇒助成率２/３ 上限２００万円 
  〃    ４０歳以上⇒助成率１/２ 上限１５０万円 
 
その他、生産性要件満たせば、上記の２５%上乗せ 
 



「両立支援関係」の助成金 

両立支援等助成金 

◆出生時両立支援コース 

◆介護離職防止支援コース 

◆育児休業等支援コース 

その他、３コース 

男性労働者が育児休業を取得しやすい職場風土作りに取り組み、かつ、 
出生後８週間以内に開始する育児休業を取得させた事業主に助成 

「介護離職を予防するための両立支援対応モデル」に基づき、 
職場環境整備に取り組み、介護に直面する労働者が介護休業を取得 
した場合などに助成 

育休復帰支援プランを作成し、労働者の円滑な育児休業取得、 
職場復帰に取り組んだ中小事業主に対して助成 

①男性労働者の育児休業 
【1人目】５７万円 
【2人目～10人まで】日数に応じて最大３３．２５万円 
②育児目的休暇導入 
１企業につき２８．５万円 

①介護休業の取得・復帰          ５７万円 
②介護のための勤務制限制度の利用  ２８．５万円 

①育休取得時 ２８．５万円   
②職場復帰時 ２８．５万円 
③代替要員確保時 ４７．５万円  
④職場復帰後支援 ２８．５万円 など 



「雇用環境整備」の助成金 

キャリアアップ助成金 

◆正社員化コース 

◆健康診断コース 

◆諸手当制度共通化コース 

その他、４コース 

有期契約労働者等を正規雇用労働者等に転換または直接雇用した 
事業主に対して助成 

健康診断の実施が法定外の有期契約労働者等に対象にした健康診断制度を 
新たに規定・実施した事業主に対して助成 

有期契約労働者等と正規雇用労働者との共通の諸手当制度を新たに 
規定・適用した事業主に対して助成 

①【有期→正規】１人あたり５７万円 
②【無期→正規】１人あたり２８．５万円 
③【有期→無期】１人あたり２８．５万円 

１事業所あたり３８万円 

１事業所あたり３８万円 

※事前に「キャリアアップ計画書」の提出が必要。 

おススメ 



「人材開発関連」の助成金 

人材開発支援助成金 

◆特別育成訓練コース 

◆特定訓練コース 

◆一般訓練コース 

有期契約労働者等に対して、職業訓練を行った事業主に助成 

ＯＪＴ、Ｏｆｆ-ＪＴを組み合わせた訓練、若年者を対象にした訓練など、 
労働生産性の向上に資する訓練を１０時間以上行った事業主に助成 

特定訓練以外の訓練を２０時間以上行った事業主に助成 

その他、４コース 

Off-JT  １時間あたり７６０円 経費助成は最大３０万円 
OJT         １時間あたり７６０円 

Off-JT  １時間あたり７６０円 経費助成は実費の４５% 
OJT         １時間あたり６６５円 

Off-JT  １時間あたり３８０円 経費助成は実費の３０% 



助成金活用の留意点 

【１】 毎年何らかの変更がある 
 
【２】 予算達成による打ち切り 
 
【３】 助成金をもらうことが目的になり、会社の実態にあわない労働環境、トラブル発生 
 
【４】 助成金の各種申請日からみて6か月以内に自社従業員を解雇していないこと 
    退職時に雇用保険上の区分が「特定受給資格者」に該当する従業員が、（雇用保険加入の）従業員総数の６％を超え、 
    かつ４人以上発生する場合も助成金の不支給要件に該当します。 
 

【５】 性風俗関連営業、接待を伴う飲食等営業、またはこれらの営業の一部を受託する 
   事業主は受給できない 
 
【６】 事業主または役員等が、暴力団と関わりがある場合は受給できない 
 



助成金申請をする上での必須事項 

【１】 法定３帳簿（         ）（         ）（         ）、 
    および総勘定元帳などの経理帳簿をきちんと備えておくこと。 
 

【２】 給与は、最低賃金以上の額を支払うこと。 
 
【３】 法定労働時間を守ること（１日８時間）および時間外の場合は、必ず残業代を支払うこと 
 
【４】 賃金支払の５原則を守ること 
   （         ）で（       ）を、毎月１回以上、一定の期日を定めて、労働者に（      ）支払うこと。 
 
【５】 各種保険（健康保険、厚生年金保険、雇用保険）など、 
   条件に該当するものは必ず入ること。 
 
【６】 労働保険料を滞納しないこと 
 
【７】 就業規則、雇用契約書を作成、整備しておくこと 



以上、ご清聴ありがとうございました 


